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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　土中の揮発性有機化合物を酸化させる方法であって、
　（ａ）固体相の水溶性過酸化化合物を前記土に導入し、前記土のオキシダント要求量の
少なくとも大半を満たすステップと、
　（ｂ）前記土に過マンガン酸塩を導入するステップと、
　（ｃ）前記過マンガン酸塩によって、前記土中の揮発性有機化合物を酸化させるステッ
プと、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の方法であって、前記過酸化化合物が過硫酸塩であることを特徴とする
方法。
【請求項３】
　請求項２に記載の方法であって、前記過硫酸塩が、ナトリウムベースのもの、アンモニ
ウムベースのもの、カリウムベースのもの、又は上記の組み合わせであることを特徴とす
る方法。
【請求項４】
　請求項３に記載の方法であって、前記過硫酸塩が、過硫酸ナトリウムであることを特徴
とする方法。
【請求項５】



(2) JP 4542703 B2 2010.9.15

10

20

30

40

50

　請求項１に記載の方法であって、前記過マンガン酸塩が、カリウムベースのもの、ナト
リウムベースのもの、カルシウムベースのもの、またはその組み合わせであることを特徴
とする方法。
【請求項６】
　請求項５に記載の方法であって、前記過マンガン酸塩が、過マンガン酸カリウムである
ことを特徴とする方法。
【請求項７】
　請求項６に記載の方法であって、前記過硫酸塩が、過硫酸ナトリウムであることを特徴
とする方法。
【請求項８】
　請求項２に記載の方法であって、被処理土の識別された体積中の揮発性有機化合物全て
を実質的に酸化できる、十分な分量と条件下で前記過マンガン酸塩を導入することを特徴
とする方法。
【請求項９】
　請求項２に記載の方法であって、前記過硫酸塩及び過マンガン酸塩が、前記土に同時に
導入されることを特徴とする方法。
【請求項１０】
　請求項９に記載の方法であって、前記過硫酸塩及び過マンガン酸塩が、前記土に導入さ
れる前に混合されることを特徴とする方法。
【請求項１１】
　請求項２に記載の方法であって、前記過硫酸塩及び過マンガン酸塩が、前記土に順次導
入されることを特徴とする方法。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の方法であって、被処理土の体積中の揮発性有機化合物が実質的に全
て酸化されるまで、前記過硫酸塩及び過マンガン酸塩が、繰り返し交互に導入されること
を特徴とする方法。
【請求項１３】
　請求項１１に記載の方法であって、前記過硫酸塩の導入の前に、ある分量の二酸化マン
ガン沈澱物を障壁ゾーンとして前記土内に発生させ、かつ後に残るような量及び条件下で
前記過マンガン酸塩を導入することを特徴とする方法。
【請求項１４】
　請求項２に記載の方法であって、前記過マンガン酸塩及び過硫酸塩が、所定の時間間隔
で前記土に順次導入され、前記過マンガン酸塩の導入と前記過硫酸塩の導入とが交互に行
われることを特徴とする方法。
【請求項１５】
請求項１に記載の方法であって、前記揮発性有機化合物が、トリクロロエチレン、塩化ビ
ニル、テトラクロロエチレン、ベンゼン、クロロベンゼン、二臭化エチレン、メチルｔ－
ブチルエーテル、ジクロロエテン、ハロベンゼン、ポリ塩化ビフェニル、クロロフェノー
ル、アセトン、ｔ－ブチルアルコール、蟻酸ｔ－ブチル、アニリン、ニトロベンゼン、ト
ルエン、キシレン、又は上記の組み合わせであることを特徴とする方法。
【請求項１６】
土の識別された体積の中の揮発性有機化合物を酸化する方法であって、（ａ）土のオキシ
ダント要求量を実質的に全て満たすため及び（ｂ）前記土の中の前記揮発性有機化合物の
少なくとも大半を酸化させるために十分な分量及び条件下で、前記土に酸化剤を導入する
ステップを含み、
　前記酸化剤は過硫酸塩および過マンガン酸塩を含むことを特徴とする方法。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の方法であって、前記土の識別された体積の中の揮発性有機化合物を
酸化は、別の場所で行われ、前記過硫酸塩が、過マンガン酸塩と反応性のある土の有機構
成要素及び無機構成要素の実質的に全てと、前記土の体積中の揮発性有機化合物の少なく
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とも大半と、を酸化させることを特徴とする方法。
【請求項１８】
　請求項１７に記載の方法であって、前記過マンガン酸塩が、カリウムベースのもの、ナ
トリウムベースのもの、又はカルシウムベースのものであることを特徴とする方法。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の方法であって、前記過マンガン酸塩が過マンガン酸カリウムである
ことを特徴とする方法。
【請求項２０】
　請求項１７に記載の方法であって、前記過マンガン酸塩が、前記土の体積中の揮発性有
機化合物を実質的に全て酸化させることを特徴とする方法。
【請求項２１】
　請求項１７に記載の方法であって、前記揮発性有機化合物が、トリクロロエチレン、塩
化ビニル、テトラクロロエチレン、ベンゼン、クロロベンゼン、二臭化エチレン、メチル
ｔ－ブチルエーテル、ジクロロエテン、ハロベンゼン、ポリ塩化ビフェニル、クロロフェ
ノール、アセトン、ｔ－ブチルアルコール、蟻酸ｔ－ブチル、アニリン、ニトロベンゼン
、トルエン、キシレン、又は上記の組み合わせであることを特徴とする方法。
【請求項２２】
　揮発性有機化合物によって汚染されたサイトをその場で洗浄する方法であって、
　（ａ）サイトにおいて、汚染された土の体積を識別するステップと、
　（ｂ）過酸化化合物を使い、前記識別された体積に前記過酸化化合物を導入することに
より、前記識別された体積中の前記土構成要素のオキシダント要求量の大半を満たすステ
ップと、
　（ｃ）過酸化マンガン塩を使い、前記識別された体積に前記過酸化マンガン塩を導入す
ることにより、前記識別された体積中の前記揮発性有機化合物の大半を酸化させるステッ
プと、を含むことを特徴とする方法。
【請求項２３】
　請求項２２に記載の方法であって、前記過酸化化合物が過硫酸塩であることを特徴とす
る方法。
【請求項２４】
　請求項２３に記載の方法であって、前記過硫酸塩が、ナトリウムベースのもの、アンモ
ニウムベースのもの、カリウムベースのもの、または上記の組み合わせであり、前記過マ
ンガン酸塩が、カリウムベースのもの、ナトリウムベースのもの、カルシウムベースのも
の、またはその組み合わせであることを特徴とする方法。
【請求項２５】
　請求項２４に記載の方法であって、前記過硫酸塩が、過硫酸ナトリウムであることを特
徴とする方法。
【請求項２６】
　請求項２４に記載の方法であって、前記過マンガン酸塩が過マンガン酸カリウムである
ことを特徴とする方法。
【請求項２７】
　請求項２２に記載の方法であって、前記過酸化マンガン塩が、前記識別された体積中の
前記揮発性有機化合物を実質的に全て酸化させることを特徴とする方法。
【請求項２８】
　請求項２７に記載の方法であって、前記過酸化化合物が、前記識別された体積中の土構
成要素のオキシダント要求量を実質的に全て満たすことを特徴とする方法。
【請求項２９】
　請求項２２に記載の方法であって、前記過酸化化合物及び過酸化マンガン塩が、前記識
別された体積に同時に導入されることを特徴とする方法。
【請求項３０】
　請求項２２に記載の方法であって、前記過酸化化合物及び過酸化マンガン塩が、前記土
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に順次導入されることを特徴とする方法。
【請求項３１】
　請求項３０に記載の方法であって、前記過酸化マンガン塩が、前記識別された体積中の
前記揮発性有機化合物を実質的に全て酸化させることを特徴とする方法。
【請求項３２】
　請求項３１に記載の方法であって、前記過酸化化合物が、前記識別された体積中の酸化
可能な土構成要素のオキシダント要求量を実質的に全て満たすことを特徴とする方法。
【請求項３３】
　土の所定体積中の揮発性有機化合物をその場で酸化させる方法であって、　前記土の体
積に過硫酸塩を導入するステップと、前記土を加熱し、前記土の体積中の揮発性有機化合
物の少なくとも大半を酸化させるために十分な分量の、硫酸塩を含まない基を形成するス
テップと、を含むことを特徴とする方法。
【請求項３４】
　請求項３３に記載の方法であって、前記土が約９９℃の温度まで加熱されることを特徴
とする方法。
【請求項３５】
　請求項３４に記載の方法であって、前記土の体積に二価金属陽イオンを追加し触媒作用
によって過硫酸塩を分解するステップを含むことを特徴とする方法。
【請求項３６】
　請求項３５に記載の方法であって、前記金属陽イオンの追加ステップが、硫酸化金属を
前記土の体積に追加するステップを含むことを特徴とする方法。
【請求項３７】
　請求項３５に記載の方法であって、前記硫酸塩を含まない基が、前記土の体積中の前記
揮発性有機化合物を実質的に全て酸化させることを特徴とする方法。
【請求項３８】
　土中の揮発性有機化合物を酸化させる方法であって、
　過マンガン酸塩及び過硫酸塩の水溶液を前記土に導入するステップと、
　前記土を加熱し、硫酸塩を含まない基を形成し、前記過マンガン酸塩及び前記硫酸塩を
含まない基によって、前記土の中の揮発性有機化合物を実質的に全て酸化させるステップ
と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項３９】
　請求項３８に記載の方法であって、前記土が、別の場所で、過マンガン酸塩及び過硫酸
塩の溶液によって処理されることを特徴とする方法。
【請求項４０】
　請求項３８に記載の方法であって、前記土が、９９℃の温度まで加熱されることを特徴
とする方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
（技術分野）
この発明は、土壌、地下水及びプロセス用水および廃水中の有機化合物のその場で行う（
ｉｎ　ｓｉｔｕ）酸化及び別の場所で行う（ｅｘ　ｓｉｔｕ）酸化に関し、特に、土壌及
び地下水中の揮発性有機化合物のその場で行う酸化に関する。
【０００２】
（背景技術）
地下土壌及び地下水中の揮発性有機化合物（ＶＯＣ類）の存在は、十分文書により立証さ
れており、工業化国及び工業化途上国において大きな問題である。この明細書及び添付の
請求の範囲において使用されているように、揮発性有機化合物またはＶＯＣ類は、少なく
ともわずかに水に溶解する炭素の化合物のいずれも意味し、これらの化合物は、ヘンリー
の法則の定数が１０-7ａｔｍ－ｍ3／モルを超え、毒性または発癌性であり、重力の影響
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下で土壌中を移動することができ、その溶解性ゆえに汚染された土壌を通過する水に溶解
し水汚染物源となる。これらの化合物としては、例えば、塩素化溶剤（例えば、トリクロ
ロエチレン（ＴＣＥ）、塩化ビニル、テトラクロロエチレン（ＰＣＥ）、ジクロロエタン
類）、ベンゼン、クロロベンゼン類、ニ臭化エチレン、メチル第三ブチルエーテル、ハロ
ベンゼン類、ポリ塩素化ビフェニル類、クロロフェノール類、アセトン、ｔｅｒ－ブチル
アルコール、蟻酸ｔｅｒｔ－ブチル、アニリン類、ニトロベンゼン類、トルエン、キシレ
ン類が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【０００３】
多くの場合において、揮発性有機化合物が土壌中に放出されると、帯水層が汚染され、公
衆衛生に影響する可能性があると共に、将来の使用に対する地下水源の劣化（degradatio
n）が起こる。揮発性有機化合物で汚染された土壌の処理及び修復は非常に高価で、多く
の場合、不完全でありあるいは失敗に終わる。部分的にあるいは全体として水と混合する
ことができない揮発性有機化合物（すなわち、非水相液すなわちＮＡＰＬ類）の処理及び
除去は特に困難であった。これは特に、これらの化合物が有意に、化学的または生物的に
、自然に分解しない場合に、そうである。地下に存在するＮＡＰＬ類は、人間及び他の生
物にとって有毒であることがあり、溶解した揮発性有機化合物水溶液または気相の揮発性
有機化合物が地下水に徐々に放出され、その結果、長期（すなわち、数十年以上）にわた
る地表下の化学的汚染源となりうる。多くの場合、地下水汚染物質プルーム（plume：境
界層の不安定によって生じる上下方向の流れ）は化学物質源から数百から数千フィートま
で広がり、地表下が広範囲に汚染される。これらの化学物質は、その後、飲料水源、湖、
川、家屋の地下中にまで運搬されることがある。
【０００４】
米国環境保護局（ＵＳＥＰＡ）は、様々な有害な化合物に対し最大濃度限界を定めている
。非常に低く、厳密な飲料水限界が、多くのハロゲン化有機化合物に対し定められている
。例えば、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、及び四塩化炭素などの溶剤に対
する最大濃度限界は、５μｇ／Ｌとされており、クロロベンゼン類、ポリ塩素化ビフェニ
ル（ＰＣＢ）類、及びニ臭化エチレンに対する最大濃度限界は、ＵＳＥＰＡでは、それぞ
れ、１００μｇ／Ｌ、０．５μｇ／Ｌ、及び０．０５μｇ／Ｌとされている。これらの浄
化基準を満たすことは困難であり、時間がかかり、コストが高くつき、及びしばしば、現
存の技術を用いては不可能である。
【０００５】
パイロットスケールの試験適用で試みられている１つの技術は、その場での（ｉｎ　ｓｉ
ｔｕ）土壌修復のための酸化剤として過マンガン酸カリウム（ＫＭｎＯ4）のみを使用す
るものである。その場で実行される（ｉｎ　ｓｉｔｕ）処理は、汚染された相自体の物理
的な除去は含まず、一方、別の場所に取り出しての（ｅｘ　ｓｉｔｕ）処理方法は、汚染
された相の物理的除去及び他の場所での処理を含む。これは、典型的な場所に存在する標
的（ターゲット）ＶＯＣ類（例えば、トリクロロエチレン、ジクロロエチレン及び塩化ビ
ニル）を酸化するＫＭｎＯ4の能力という観点から試みられたものである。そのような反
応の例は次の通りである。
【０００６】
２ＭｎＯ4

-＋Ｃ2ＨＣｌ3→２ＣＯ2＋２ＭｎＯ2＋３Ｃｌ-＋Ｈ+

ＫＭｎＯ4が用途の広い化学的性質を有すること、高い水溶性をを有することもよく知ら
れている。いったん、水溶液相に溶解されると、過マンガン酸塩（例えば、過マンガン酸
カリウム、過マンガン酸ナトリウム、過マンガン酸カルシウムなど）は電離して、過マン
ガン酸イオン（ＭｎＯ4

-）を形成し、このイオンは＋１、＋２、＋３、＋４、＋５、＋６
、＋７までのマンガンの酸化状態をとる様々な種に変化すること可能である。マンガンの
最も一般的な種はマンガンイオン（Ｍｎ++）、二酸化マンガン（ＭｎＯ2）、及び過マン
ガン酸塩（ＭｎＯ4

-）である。（ＭｎＯ4
-）の酸化強度は（ＭｎＯ4

-）の電子受容能力に
依存し、それはｐＨに依存する。ｐＨが低いほど、（ＭｎＯ4

-）が電子を受容する傾向は
大きくなり、この傾向は式（１）から（４）までの酸化還元電位（Ｅ0）により示される
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。
【０００７】
ＭｎＯ4

-＋８Ｈ+＋５ｅ-→Ｍｎ++＋４Ｈ2Ｏ　　ｐＨ＜３．５　Ｅ0＝１．５１Ｖ　・・・
　（１）
ＭｎＯ4

-＋４Ｈ+＋３ｅ-→ＭｎＯ2（ｓ）＋２Ｈ2Ｏ　　３．５＜ｐＨ＜７　Ｅ0＝１．７
０Ｖ　・・・　（２）
ＭｎＯ4

-＋２Ｈ2Ｏ＋３ｅ-→ＭｎＯ2（ｓ）＋４ＯＨ-　　７＜ｐＨ＜１２　Ｅ0＝０．５
９Ｖ　・・・　（３）
ＭｎＯ4

-＋ｅ-→ＭｎＯ4
--　　１２＜ｐＨ＜１３　Ｅ0＝０．５６Ｖ　・・・（４）

ＫＭｎＯ4の反応性は、反応条件及び酸化される有機化合物の型に依存する。
【０００８】
化学的には、過マンガン酸カリウムは不飽和揮発性有機化合物を酸化するには効果的であ
るが、実際に一つの場所を浄化するそのような能力を使用する現在周知の方法では、土壌
の自然の酸化剤要求量を克服するために、きわめて大量のＫＭｎＯ4が必要とされる。こ
れにより、所定の量のＫＭｎＯ4に対しては、揮発性有機化合物を酸化するのに有効なＫ
ＭｎＯ4の割合が限定される。このように、土壌容積の単位当たりに対し必要とされるＫ
ＭｎＯ4の量は大量であり、コストが高くつくためこの技術の適用は制限される。
【０００９】
従来の浄化方法では克服されない、過マンガン酸カリウムの他の欠点は、固体二酸化マン
ガン（ＭｎＯ2）沈殿物の形成である。この沈殿により、土壌の目詰まり（クロギング：c
logging）が生じ、これにより土壌の水に対する浸透性が減少し、その液圧伝導性が減少
し、これにより酸化物の汚染された場所全体への接近が妨害され、土壌及び揮発性有機化
合物の処理が不完全となる。
【００１０】
地表下修復のために、過マンガンカリウムだけを、大量に添加する別の欠点は、地下水中
で可溶性のマンガン化合物が形成され、それが飲料水標準を超えることがあるということ
である。このため、及び前述の理由のため、その場での（ｉｎ　ｓｉｔｕ）適用に対し過
マンガンカリウムを使用するという今までの試みは、完全には成功していない。
【００１１】
早くから、ペルオキシニ硫酸塩の使用が、有機化合物の合成目的に対し、報告されている
。さらに、有機炭素消化の方法として、非常に低いｐＨ（すなわち、ｐＨ２．０付近）で
実行される過硫酸アンモニウムの熱触媒分解が報告されているが、より高いｐＨではその
目的に使用するのに有効であるとは考えられない。より最近の刊行物では、大気圧下、触
媒無しでの条件下で、アトラジン及びＰＣＢ類が、水溶液中で、及びバッチ条件下では汚
染物質が添加された土壌中で、過硫酸アンモニウムにより酸化されることが示されている
。この酸化反応が、汚染された土壌または地下水中の揮発有機化合物の処理へ応用される
とは、示唆されていない。
【００１２】
ニ価および重金属カチオンが酸化マンガン表面に吸着することは、周知の現象である。選
択したカチオンがＭｎＯ2表面に吸着する優先順位は、以下のように報告されている。
【００１３】
Ｐｂ++＞Ｃｕ++＞Ｍｎ++＞Ｃｏ++＞Ｚｎ++＞Ｎｉ++＞Ｂａ++＞Ｓｒ++＞Ｃａ++＞Ｍｇ++

水溶液中での二酸化マンガン及び様々な有機化合物との酸化還元相互作用の化学量論及び
割合について、幾つかの有機化合物、例えば、アニリン及び第一級芳香族アミン類；ヒド
ロキノン；様々な有機酸類、置換フェノール類、及びクロロフェノール類に対し研究され
ている。上記系の全てにおいて、二酸化マンガンがＭｎ++に還元されると、有機化合物と
の酸化還元対が酸化されることになり、この反応は文献では界面反応として認められてい
る。しかしながら、この知識が、土壌からの汚染物質の除去に適用されるという認識はな
い。
【００１４】
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（発明の開示）
この発明は、揮発性有機化合物を含む汚染された土壌、堆積物、粘土、岩石など（以後、
ひっくるめて「土壌」という）の処理方法、及び揮発性有機化合物を含む汚染された地下
水または廃水の処理方法に関する。
【００１５】
この発明の方法は、土壌、地下水及び／または廃水中のほとんどの、好ましくは実質的に
全ての揮発性有機化合物を酸化させ、それらを無害なものとすることができる条件下で、
１つ以上の可溶性酸化剤を使用する。
【００１６】
酸化剤は、固相水溶性過酸素化合物及び／または過マンガン酸化合物であってもよく、土
壌中に所定量導入され、所定条件下におかれ、酸化化合物が１）ほとんど及び好ましくは
実質的に全ての土壌酸化剤要求量を満たすことができる、２）ほとんど、及び好ましくは
実質的に全ての、標的ＶＯＣ類と接触し、酸化させ、その標的ＶＯＣ類を無害にすること
ができるようにされる。よく知られているように、また、この中で使用されているように
、用語「固相」は、大気温度及び大気圧での純粋相における化合物の状態をいう。上述し
た土壌酸化剤要求量は、天然有機物質、鉄（ＩＩ）イオンなどの他の還元無機種、炭酸鉄
（ＩＩ）及び他の異地性（人為改変）有機及び還元無機種を含む様々な種により与えられ
る。
【００１７】
本発明の好ましい実施の形態では、過酸素化合物は、十分な量、土壌中に導入され、土壌
酸化剤要求量を満たし、過マンガン酸化合物は、十分な量、土壌中に導入され、ＶＯＣ類
を酸化し、それらを無害にする。これらの化合物は、土壌中に、同時に、例えば混合物と
して、あるいは逐次、導入または注入してもよい。過マンガン酸化合物は有意な程度まで
土壌酸化剤要求量を満たす必要がないので、従来の方法では生じていた、望ましくない量
の土壌目詰まりＭｎＯ2沈殿物の形成が避けられ、過マンガン酸化合物は容易に標的ＶＯ
Ｃ類に到達し、それらと反応することができる。この方法は、地面から除去した多量の汚
染土壌を処理するために、別の場所（ｅｘ　ｓｉｔｕ）で使用してもよい。この中で及び
添付の請求の範囲において使用されているように、過酸素化合物及び過マンガン酸化合物
の「逐次」導入は、化合物を「次々と」（すなわち、「交互に」）導入または注入するこ
とを意味し、所望の結果が達成されるのに必要な回数だけその順序を繰り返すことを含む
。
【００１８】
本発明の他の実施の形態によれば、例えば、処理されて高い割合のＶＯＣ類及び他の有機
化合物が除去されている汚染場所から下流に延在している地下水プルームの遠距離端では
、比較的低レベルのＶＯＣ類及び他の有機化合物のみが処理される必要があり、過マンガ
ン酸化合物のみが汚染地下水プルームの経路で地面に注入される。過マンガン酸化合物は
、物質ゾーンを形成し、そこを通って地下水が通過し、そのゾーン内で、地下水中のＶＯ
Ｃ類及び他の有機化合物が酸化される。過マンガン酸化合物は、土壌中に導入されると、
最初に土壌中の成分と反応し、ＭｎＯ2沈殿の「バリヤ」ゾーンを形成する。地下水中の
ＶＯＣ類及び他の有機化合物は容易に、吸着により、ＭｎＯ2に付着する。その後、マン
ガンの還元とＶＯＣ類の酸化がそのゾーン内で起こり、ＶＯＣ類が除去される。
【００１９】
本発明の他の観点によれば、金属カチオンが汚染土壌中に存在する条件下では、過硫酸塩
を汚染土壌中に導入しＶＯＣ類を除去してもよい。金属カチオンは触媒作用により、過硫
酸塩を分解し、硫酸フリーラジカルが形成され、これにより標的ＶＯＣ類が酸化される。
金属カチオンが十分な量、自然に存在しない場合、金属カチオンは外部源から添加されて
もよい。
【００２０】
この発明の前述の特徴及び他の特徴、及び利点は、以下の説明により明らかになるであろ
う。
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【００２１】
（発明を実施するための最良の形態）
本発明の例示的な実施の形態によれば、汚染された場所での揮発性有機化合物の酸化は、
土壌中に過硫酸塩、その後過マンガン酸塩を逐次、注入することにより、達成される。
【００２２】
過硫酸塩と過マンガン酸塩の交互の注入では、十分な量の土壌酸化剤要求量を満たすため
には、土壌中への十分な過硫酸塩の導入が必要である。そのため、過マンガン塩を導入し
ても、過マンガン塩は、それだけで使用した場合のように、標準の土壌成分と過剰に反応
することはない。「過剰に」という用語により、ＭｎＯ2沈殿が大量に形成されるのに十
分であることが意味される。この大量の沈殿により、土壌浸透性および拡散性が、過マン
ガン酸塩が容易に土壌中を通過して移動しＶＯＣ類に到達し酸化することができないくら
いの程度まで、減少する。過硫酸塩により土壌酸化剤要求量が減少することにより、過マ
ンガン酸塩が、土壌から標的汚染物質までより早く、より均一に分布することができ、Ｖ
ＯＣ類を酸化させるのに必要な過マンガン酸塩の量がずっと少なくなる。しかしながら、
揮発性有機化合物の量が減少するに従い、残りの揮発性有機化合物と反応するには、過マ
ンガン酸塩は、さらなる土壌酸化剤要求量を有する土壌をさらに通過して移動する必要が
ある。このため、その位置では、さらに過硫酸塩を注入する必要があることもある。必要
であれば、この過硫酸塩及び過マンガン酸塩の連続注入を繰り返し、処理される土壌容積
内のＶＯＣ類を酸化させ、ＶＯＣ濃度を所望のレベルまで減少させる。
【００２３】
本発明の好ましい型では、過硫酸ナトリウム（Ｎａ2Ｓ2Ｏ8）が土壌中に注入され、その
後、過マンガン酸カリウム（ＫＭｎＯ4）が注入される。過硫酸塩は、土壌成分を酸化さ
せることにより土壌の酸化剤要求量を満たし、過マンガン酸塩と反応することができる成
分の量が減少する。（過硫酸塩反応は比較的遅く、過マンガン酸塩反応を開始させるまで
に過硫酸塩反応を完了させるために十分長い時間待つことが望ましいが、強制ではない）
。土壌と反応する過マンガン酸塩の量が減少するので、土壌のＶＯＣ類を酸化させるのに
使用できる過マンガン酸量が増加する。さらに、（ＭｎＯ4

-）の固体沈殿ＭｎＯ2への還
元が減少する。このように、土壌の浸透性を減少させ、過マンガンカリウムがＶＯＣ類に
到達し、それらと反応し、それらを破壊するのを制限する沈殿が減少する。言い換えると
、過硫酸ナトリウムと過マンガン酸カリウムを共に土壌中に注入すると、過マンガン酸カ
リウムは、許容できない量のセメント質の固体沈殿を形成するよりもむしろ、より迅速に
、かつ、より均一に土壌中を標的ＶＯＣ類のところまで移動する。（このプロセスは、注
入手段、例えば、ｉｎ　ｓｉｔｕ適用用の井戸（ウエル：well）を使用することにより、
あるいはノズル、パイプあるいは他の導管により、開始させてもよく、酸化剤はｅｘ　ｓ
ｉｔｕ処理用に地面から除去された土壌中に注入される。）
【００２４】
ｉｎ　ｓｉｔｕ処理のためには、水文地質学的条件、すなわち、酸化溶液が現存の地下水
ととって代わり、混合し、分散し、土壌中を移動することができる能力を基に、注入割合
を選択しなければならない。さらに、注入割合は、現実の時間枠中での、土壌酸化剤（オ
キシダント）要求量及び化学的酸化剤要求量を満たすのに十分でなければならない。経費
的かつ時間的に効果的な様式で、場所の浄化を行うと好都合である。場所のパラメータの
注意深い評価が重要である。土壌浸透性は、深さ及び横寸法の関数として急激に変化する
かもしれないことは周知である。そのため、注入ウエル位置もまた、場所特異的である。
どの修復技術も、正しく適用されるかは、地表下条件、化学的及び物理的条件の両方の知
識次第であり、このプロセスも、その点では、違いはない。
【００２５】
ＶＯＣ類のｅｘ　ｓｉｔｕ酸化では、汚染された土壌または水の酸化剤要求量量に基づき
、酸化剤の型及びそれらの適用割合を決定しなければならない。動作条件（例えば、混合
の程度、温度、量、及び選択された酸化剤の割合、処理時間、及び酸化剤適用の順序）の
選択は、汚染された土壌／水の酸化剤要求量及び処理されるべき標的ＶＯＣ類の量と型に
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基づいて、行われる。
【００２６】
ｅｘ　ｓｉｔｕ処理ステムは、（１）地上タンク、鉄道車両、トラック、タンク、または
混合システムを備えたまたは備えていない他の市販の輸送容器と、（２）貯蔵ドラムと、
（３）パイプ及び、他の水、土壌及び土スラリー移動及び輸送システムと、を含んでもよ
いが、これに限定されない。
【００２７】
コストが低いという観点では、過マンガンカリウムが好ましいが、望ましい過マンガン酸
イオン（ＭｎＯ4

-）に電離する化合物であれば、どの化合物も作用するであろう。本発明
の方法において有用な他の可能な過マンガン酸塩の例としては、コストが高くなる順に、
過マンガン酸ナトリウム、過マンガン酸カルシウムが挙げられる。大気温度では、ＫＭｎ
Ｏ4の水溶解度は、約６０ｇ／Ｌであり、一方、ＮａＭｎＯ4の水溶解度は、約６００ｇ／
Ｌである。水中に溶解させると、どちらも電離して（ＭｎＯ4

-）イオンが発生し、様々な
反応を起こす。主な論点はしばしばコストであるが、ＮａＭｎＯ4が、ＫＭｎＯ4に比べ溶
解度のオーダーが大きいことにより、土壌浸透性が非常に低く、少量の液体のみが注入点
から汚染物質に向かって移動することができる場合はいつでも、有益である。さらに、カ
リウムイオンは、一定の粘土の膨潤を引き起こし、これにより浸透性が減少することが示
されている。選択した例では、ナトリウムを使用し、そのような難点を除去することがで
きた。
【００２８】
同様に、過硫酸ナトリウムは、土壌成分を酸化させるのに好ましい化合物であるが、ニ価
の酸素基Ｏ－Ｏを含む他の固相水溶性過酸素化合物を使用することができる。そのような
化合物として、すべての過硫酸塩などを挙げることができるが、過硫酸塩は安価であり、
典型的な現場条件下で、地下水飽和土壌中に長期間存在するため、過硫酸塩が好ましい。
過硫酸アニオンは過酸素族の化合物のうち、最も強力な酸化剤である。過硫酸イオンは標
準還元電位が２．１２Ｖの強い２電子酸化剤であるが、その反応の大部分において、過硫
酸塩は、１つの硫酸ラジカルイオンが形成される１電子還元を受ける（このため、２．１
２Ｖよりも事実上低い還元電位を有する）、あるいは、２つの硫酸ラジカルイオンが形成
される弱い酸素－酸素結合の切断を受ける、のいずれかである。先の反応は以下の式によ
り表される。
【００２９】
Ｓ2Ｏ8

--＋２Ｈ+＋２ｅ-→２ＨＳＯ4
-　　　Ｅ0＝２．１２Ｖ

第２の反応は、一般に、過硫酸塩溶液が十分加熱された時に起こり、以下の式で表される
。
【００３０】
Ｓ2Ｏ8

--＋熱→２・ＳＯ4
-

同様に、フリーラジカルはまた、遷移金属イオン、例えば、Ｆｅ++を存在させると、以下
の通り、発生させることができる。
【００３１】
Ｓ2Ｏ8

--＋Ｆｅ++→Ｆｅ+++＋ＳＯ4
--＋・ＳＯ4

-

高い反応性の硫酸ラジカルイオンは、溶液中に存在する様々な物質と反応することができ
る。さらに、その物質の１電子酸化中間体は、反応性中間体であることもあり、それはさ
らに、溶液中に存在する他の物質あるいは過酸化物イオンと反応することができる。この
ように、反応条件及び存在する物質の型により、過硫酸は直接酸化経路、ラジカル形成、
あるいはその両方に従うことができる。
【００３２】
最も好ましい過硫酸塩は、水への溶解度が最も大きく、最も安価なため、過硫酸ナトリウ
ムである。さらに、過硫酸ナトリウムは、還元によりナトリウムと硫酸塩を発生させる。
これらはどちらも、環境及び健康に比較的やさしい。過硫酸カリウム及び過硫酸アンモニ
ウムは、使用できる他の過硫酸の例である。しかしながら、過硫酸カリウムは過硫酸ナト
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リウムに比べ、水への溶解度が、１オーダー低い。過硫酸アンモニウムはさらに望ましく
ない。というのは、過硫酸アンモニウムは健康に関係する可能性のある成分に分解するこ
とがあるからである。
【００３３】
以下は、ＫＭｎＯ4、ＭｎＯ4

-、Ｓ2Ｏ8
--の選択した有機及び無機種との反応の他の例で

ある。
【００３４】
Ｓ2Ｏ8

--＋２Ｆｅ++→２Ｆｅ+++＋２ＳＯ4
--

Ｓ2Ｏ8
--＋ＮＯ2

-＋Ｈ2Ｏ→ＮＯ3
-＋２ＳＯ4

--＋２Ｈ+

Ｓ2Ｏ8
--＋ＨＣＯＯ-→ＣＯ2＋ＨＳＯ4

-＋ＳＯ4
--

Ｓ2Ｏ8
--＋２Ｃｒ（ＩＩＩ）→２Ｃｒ（ＶＩ）＋２ＳＯ4

--

３Ｃ6Ｈ5ＯＨ＋２８ＫＭｎＯ4＋５Ｈ2Ｏ→１８ＣＯ2＋２８ＫＯＨ＋２８ＭｎＯ2２ＭｎＯ

4
-＋３Ｍｎ++＋２Ｈ2Ｏ→５ＭｎＯ2＋４Ｈ+

８ＭｎＯ4
-＋３Ｓ--＋４Ｈ2Ｏ→５ＭｎＯ2＋３ＳＯ4

--＋４ＯＨ-

過酸素化合物の経済及び純度の理由から、使用する箇所の付近の場所で過酸素を生成させ
ると好都合である。
【００３５】
過マンガン酸カリウムを使用したＶＯＣ類の成功した水相酸化を明らかにする実験につい
て以下の実施例において説明する。
【００３６】
（実験例１）
２１．８ｍｇ／Ｌ　ＴＣＥおよび１８．１ｍｇ／Ｌｃｉｓ－１，２－ＤＣＥによって汚染
された地下水を、５００ｍｇ／Ｌ　ＫＭｎＯ4溶液を用いて、最初のｐＨを６．９５とし
て零ヘッドスペースバッチリアクタで処理した。１３２分後、ＴＣＥ濃度は２１．８ｍｇ
／Ｌから０．０１ｍｇ／Ｌに減少し、２６分後、ｃｉｓ－１，２－ＤＣＥ濃度は１８．１
ｍｇ／Ｌから０．０３２ｍｇ／Ｌに減少した。ＴＣＥとｃｉｓ－１，２－ＤＣＥとの酸化
によって３９ｍｇ／Ｌの塩化物が生じた。これは、これらの揮発性有機化合物が完全に酸
化したことを示す。
【００３７】
汚染土内で生じる、過マンガン酸塩カリウムを用いたＶＯＣのインシトゥ酸化を実証する
例を次に示す。
【００３８】
（実験例２）
１０３．７ｍｇＴＣＥ／ｋｇの土と、２９．７ｍｇ　ｃｉｓ－１，２－ＤＣＥ／ｋｇの土
によって汚染されたサイトから採取した土塊(soil core)を、０．３ｍＬ／分の５１０ｍ
ｇ／Ｌ　ＭｎＯ4溶液を用いて酸化させた。分離管に５５時間流した。これは３２．４６
細孔容積を示す。１．７７細孔容積が分離管を通過した後、分離管流出物中からｃｉｓ－
１，２ＤＣＥは検出不能であった。１１．８細孔容積の通過後、ＴＣＥは検出不能であっ
た。分離管流出物中ではＣｌ濃度が上昇した。これは、ｃｉｓ－１，２ＤＣＥおよびＴＣ
Ｅの酸化を裏付けている。
【００３９】
ＫＭｎＯ4のみで処理した土よりも、Ｎａ2Ｓ2Ｏ8およびＫＭｎＯ4で順次処理した土にお
いてＫＭｎＯ4に対する土オキシダント要求量(soil oxidant demand)が大幅に低いことを
を実証する例を次に示す。
【００４０】
（実験例３）
この実験では、オキシダント溶液を２本の異なるステンレススチール分離管（４３ｍｍ径
ｘ７６ｍｍ長）に流入した。この分離管は、あるサイトから採取した汚染されていない原
状土を含む。２本の分離管では、オキシダント溶液の流速を０．３ｍＬ／分に維持した。
分離管Ａでは、流出物中にＫＭｎＯ4濃度の変化がみられなくなるために充分な時間、５
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０３ｍｇ／Ｌ　ＫＭｎＯ4溶液を上方に向けて流した。消費ＫＭｎＯ4（つまりＫＭｎＯ4

に対する土オキシダント要求量）は、２．７１ｇ　ＫＭｎＯ4／ｋｇ土であった。分離管
Ｂでは、流出物中にＮａ2Ｓ2Ｏ8濃度の変化がみられなくなるために充分な時間、９６１
ｍｇ／Ｌ　Ｎａ2Ｓ2Ｏ8の溶液を上方に向けて流した。消費Ｎａ2Ｓ2Ｏ8（つまり、Ｎａ2

Ｓ2Ｏ8に対する土オキシダント要求量）は、０．２６ｇＮａ2Ｓ2Ｏ8／ｋｇ土であった。
分離管Ｂ内にＮａ2Ｓ2Ｏ8溶液を流入した後、流出物中にＫＭｎＯ4濃度の変化がみられな
くなるために充分な時間、５０３ｍｇ／Ｌ　ＫＭｎＯ4を含む溶液を流入した。この時、
消費ＫＭｎＯ4（つまり、ＫＭｎＯ4に対する土オキシダント要求量）は、０．７２ｇＫＭ
ｎＯ4／ｋｇ土であった。また、ＫＭｎＯ4のみで土を処理した分離管Ａに比べて分離管Ｂ
では、より速いＫＭｎＯ4の漏出が観察された。
【００４１】
ＭＴＢＥおよびその副産物の酸化を実証する二つの実験を次に説明する。
【００４２】
（実験例４）
完全に混合したバッチ実験を行った。この実験では、１００ｍＬのガス密閉した零ヘッド
スペースガラスシリンダ内で、６ｇ／Ｌ過硫酸ナトリウムによって７．８５ｍｇ／Ｌ　Ｍ
ＴＢＥを３０℃で処理し、７２時間観察した。２８時間後、ＭＴＢＥは検出できなくなっ
た。７２時間までに、反応過程で識別されたアセトン、メチルアセテート、ｔブチルエス
テル、２メチル２プロパノールの副産物が検出できなかった。したがって、この実験は、
ＭＴＢＥおよび、ＭＴＢＥと過硫酸ナトリウムとの反応による副産物を７２時間で無機化
することになった。
【００４３】
（実験例５）
この実験では、実験４で用いたと同様の反応容器内で５／５g／Ｌ過硫酸ナトリウムによ
って７．３７ｍｇ／Ｌ　ＭＴＢＥを４０度で処理する。５．５時間後、ＭＴＢＥは検出で
きなくなった。反応過程で識別された２種類の副産物、つまり、蟻酸ｔ－ブチルおよびア
セトンは、１４時間未満後には検出できなかった。したがって、ＭＴＢＥおよび、ＭＴＢ
Ｅと過硫酸ナトリウムの反応による副産物の酸化速度に対する温度の影響が実証された。
【００４４】
本発明は、過マンガン酸塩と過硫酸塩を同時に土に注入して実施できる。また、最初に過
マンガン酸塩を注入し、続けて過硫酸塩を注入しても実施できる。これは、過マンガン酸
塩反応フロントは過硫酸塩よりもかなり遅れるためである。同時注入の場合、過マンガン
酸塩は導入または注入時点に近い段階で素早く使い果たされる。過硫酸塩フロントは過マ
ンガン酸塩よりもより早く広がる。これはその反応速度がより遅いためである。過硫酸塩
の注入後、過マンガン酸塩反応フロントが土を伝わる。
【００４５】
一般に、ＶＯＣの酸化は溶解性が制限された反応である。ＶＯＣの破壊は水相溶液中で生
じる。十分量のオキシダントが存在すれば、これはＶＯＣを酸化するので、水相内でのそ
の濃度は減少する。これによって、水中に純相ＶＯＣ(pure phase VOCs)が溶解する（Ｖ
ＯＣは少なくとも部分的に可溶性であるため）。溶解は、可溶性と濃度傾斜とによって引
き起こされる。水相中のＶＯＣが一旦酸化するとその濃度は低下し、濃度傾斜が上昇する
。これによって、水相への純相ＶＯＣの溶解が促進される。この処理は、ＶＯＣが全て破
壊されるまで継続する。
【００４６】
同時注入を行う場合、相互融和性の薬品を注入前に同じ容器内で混合する。混合する薬品
の量は重要ではないが、十分な量の過硫酸塩を用いて実質的に全ての土オキシダント要求
量を満たし、十分な量の過マンガン酸塩を用いてＶＯＣを許容レベルまたはその近くのレ
ベルまで破壊することが好適である。特に、過マンガン酸カリウムを用いる場合は、十分
な量の過硫酸塩を使用して、過マンガン酸塩カリウムに対して反応性を有する有機および
無機土成分の大半および好適には実質的に全てを酸化し、必要な過マンガン酸塩カリウム
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を最小限にすることで、ＭｎＯ2の生成を維持し、費用を最小限にする。
【００４７】
土の種類や目的のＶＯＣ、サイトによるその他オキシダント要求量により、本発明で使用
する過硫酸塩の適当な濃度が２５０ｍｇ／Ｌ～２００，０００ｍｇ／Ｌの間で異なる。ま
た、過マンガン酸塩濃度は２５０ｍｇ／Ｌ～１００，０００ｍｇ／Ｌの間で異なる。好適
な濃度は土特徴の関数であり、サイト固有のオキシダント要求量を含む。水文地質学的条
件によって、土中での薬品の移動速度が決まる。いかにして最良の注入を行うかを推察す
るためには、こうした条件を土の性質と共に考慮しなければならない。これらの検出や注
入を行う技術は、同業者には周知である。例えば、汚染が予測されるサイトの中や周りと
いった井戸の多様な場所に穴をあけて、汚染場所またはできるだけ近くの場所を検出する
。大気(atmospheric oxidation)酸化しないようにコアサンプルを取り出し、これを用い
て地表下での土オキシダント要求量と薬品（すなわちＶＯＣ）オキシダント要求量を検出
する。土中の正確な薬品成分とその濃度も検出する。汚染地下水を回収する。実験室で可
能な実験において、回収した地下水にオキシダントを添加し、地下水のどの成分が破壊さ
れるかを検出する。次に、土環境下において、同じオキシダントがこれらの薬品を破壊で
きるか否かを検出する。
【００４８】
単位土質量（サイトでの識別された土塊）毎に使用する過硫酸塩および過マンガン酸塩の
好適な量を計算する方法の一つとしては、まず、汚染されていない土の単位質量毎の土オ
キシダント要求量を完全に満たすために必要な過硫酸塩の最低量を決定する。識別された
土塊から採取した汚染土を、決定した（単位質量毎の）所定量の過硫酸塩で処理する。次
に、この処理済サンプル内のＶＯＣを除去するために必要な過マンガン酸塩の最低量を検
出する。過マンガン酸塩の必要量は、任意の未処理土オキシダント要求量と同様、目的の
薬品の質量および地表下でのその分布の関数である。特に、十分な過マンガン酸塩を用い
て目的の全成分を完全に酸化することが望ましい。酸化処理中に過マンガン酸塩が消費さ
れる。薬品反応化学量論によって質量／質量比率が決まり、よって所望の結果を得るため
に必要な総量が決まる。過硫酸塩が大半の土オキシダント要求量と反応して、これを破壊
すると思われるが、土の中には、未充足(unsatisfied)オキシダント要求量を有する低透
過率領域が存在するかもしれないので、この「未反応」土オキシダント要求量を無くすた
めに、通常は、過マンガン酸塩を過剰に適用する。実際、一汚染サイトにおいて多様な場
所に注入する過硫酸塩および過マンガン酸塩の量は、コアサンプルから検出した条件や、
地表下条件と思われるものをマッピングする他の技術等によって異なる。
【００４９】
目的は、注入する過硫酸塩溶液に含まれる過硫酸塩の濃度を、飽和ゾーンまたはそれに近
い地点に存在する地下水と同じ速度で過硫酸塩反応フロントが伝わるために十分な濃度に
することである。（飽和土ゾーンは地下水面下に広がる十分に飽和した土のゾーンである
。地下水はここに存在し、ここを流れる。）ある飽和ゾーンを流れる地下水の通常速度が
ある時間枠内の処理には遅すぎる場合、この流速を早めるために、過硫酸塩溶液の注入速
度を早めるか、地下水汲上井戸を設置して、注入された過硫酸塩溶液の流れを方向付けす
る。ある種の被処理土は未飽和ゾーンに存在すると思われる。過硫酸塩の注入方法は、土
と注入薬品とを充分に接触させるために過硫酸塩溶液を地表下へ浸透させる浸潤（インフ
ィルトレーション：infiltration）またはしたたり（トリックリング：trickling）に基
づく。ある種の土や条件では土オキシダント要求量を破壊するために大量の過硫酸塩を必
要とするが、そうでない土や条件もある。例えば、大粒の砂質の土は表面積は非常に少な
く、酸化する成分が非常に少ないので土オキシダント要求量も非常に少ない。一方、沈泥
や粘土質の土は非常に細かい粒子であり、単位容量あたりの表面積は大きい。また、酸化
する成分を大量に含むと思われるので、土オキシダント要求量は高い。
【００５０】
本発明の別の実施形態は、地下水中のＶＯＣの濃度が比較的低いが許容範囲外である場合
にこれを破壊する際に有益である。この実施形態は過マンガン酸塩のみを使用する。通常



(13) JP 4542703 B2 2010.9.15

10

20

30

40

50

土または他の方法で過マンガン酸塩を還元(to be reduced)して二酸化マンガン（ＭｎＯ2

）を形成する。二酸化マンガンは、土内に障壁型インターセプションゾーン（例えば、反
応性浸透壁）を形成する。このゾーンを地下水が通過すると、地下水が含むＶＯＣを破壊
する。過マンガン酸塩を土に注入すると、インシトゥでＭｎＯ2が形成される。過マンガ
ン酸塩は、土内に存在する還元された無機および有機種によって（これらは共に自然発生
し、人間の行動の産物である）、ＭｎＯ2に還元される。ＶＯＣは吸着によって容易にＭ
ｎＯ2に付着する。ＶＯＣ（レドックス）のマンガンや酸化が同時に還元されてＶＯＣを
破壊する。特に、ある条件下では、ＭｎＯ2沈殿物が、ある種の有機化合物（アニリンと
一次性の芳香性アミン；ヒドロキノン；多様な有機酸；代替フェノールおよびクロロフェ
ノール等）を酸化する。ＭｎＯ2および塩素溶媒との酸化反応も同様に可能である。
【００５１】
これらのＭｎＯ2およびや有機化合物の反応を、酸化ベースのインシトゥ矯正（その場で
処理する）システムに利用できる。過マンガン酸塩で処理された反応性かつ透過性の地表
下溝が適切な場所に「建設」される。または、過マンガン酸塩注入によってＭｎＯ2が形
成された一連の注入井戸によって、水相汚染物のオフサイト移動から保護できる。双方の
システムでは、反応性障壁ゾーンは、このゾ－ンを通過する地下水に含まれる比較的低レ
ベルであるが許容範囲外のＶＯＣを酸化によって除去するために充分な長さを有して形成
される。この種の障壁ゾーンは、処理済の汚染土サイトから延びる地下水のプルームの下
流端において特に有効と思われる。ここでは、プルーム内のＶＯＣ濃度は低い。「低濃度
」とは、ＶＯＣ汚染土や地下水のプルームにオキシダントを注入しても直ぐに消費されず
、また、そのゾーンでの水の流れを妨害しない程度の量のＭｎＯ2沈殿物が生じる程に十
分に低い濃度を意味する。（このような低濃度は、約５／１０億～１０／１００万である
必要がある。）これによって、このゾーンを通過する汚水に含まれるＶＯＣをオキシダン
トが継続的に（少なくとも長期間にわたって）遮蔽し破壊できる。特に、ＫＭｎＯ4の注
入によるＭｎＯ2ゾーンの形成後は、形成されたＭｎＯ2が、このゾーンを通過するＶＯＣ
と反応する。ＶＯＣが酸化されるとＭｎＯ2が還元(reduced)される。ＭｎＯ2が土中から
十分に枯渇すると、ＫＭｎＯ4を再び土に注入してＭｎＯ2処理ゾーンを補充する。この処
理を周期的またば適宜繰り返すことができる。ＫＭｎＯ4の注入中、ＫＭｎＯ4が酸化剤と
して作用する。ＭｎＯ2ゾーンの形成後、ＭｎＯ2が酸化剤として作用する。ＶＯＣが高濃
度の場合、この方法では処理できない。目的の薬品を破壊する過程でのオキシダント消費
が早過ぎるため、継続的かつ頻繁に交換しなければならからである。一方、適当な時期で
交換するのであれば容認できよう。
【００５２】
本発明の他の実施形態では、例えば過硫酸塩ナトリウム等（但し、これに限定されない）
の過硫酸塩のみ（つまり過マンガン酸塩無し）を用いてＶＯＣを酸化してもよい。この場
合、汚染土は二価金属陽イオンを含み、還元条件(reducing conditions)を有する。この
還元条件は、熱的に触媒された過硫酸塩分解を行うために必要な時間、土中の二価金属陽
イオンを、土を通過する地下水中に溶液として滞留させるものでなければならない。ある
いは、土温度が十分高ければ（約９９℃以上）、つまり土が加熱されていれば（好適には
約４０℃～約９０℃）、過硫酸塩は（熱）触媒作用によって分解されて、硫酸塩を含まな
い基部(sulfate free radicals)になる。この基部は目的のＶＯＣを酸化する。土内で自
然発生する二価陽イオンの量が不十分であれば、これを土内に導入してもよい。例えば、
硫酸鉄を土に注入して、鉄陽イオン(iron cation)（Ｆｅ＋＋）を補給する。この処理の
間、更に過硫酸塩を使用して、ＶＯＣを酸化すると同様、土オキシダント要求量の一部を
破壊（つまり充足）してもよい。さらに、過硫酸塩と同時あるいは順番に過マンガン酸塩
を添加してもよい。過マンガン酸塩と硫化鉄基とは、共に土内の揮発性有機化合物を酸化
するように作用する。各成分の量は、過マンガン酸塩と過硫酸塩とによって実質的に全揮
発性有機化合物を酸化するという目的に照らして、条件を元に選択する。この手順は、イ
ンシトゥ（その場の）またはイクスシトゥ（別の場所の）土処理の双方に適する。
【００５３】
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